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吉野川市子育て支援センター「ちびっこプラザ」運営業務委託仕様書 
 

 

　本仕様書は、吉野川市子育て支援センター「ちびっこプラザ」の運営業務委

託にあたり、「吉野川市地域子育て支援拠点事業実施要綱」、「吉野川市託児

事業実施要綱」、「吉野川市ファミリー・サポート・センター事業実施要綱」

及び関係法令の定めにより、また、受託者が行う業務内容及び業務実施に関し

必要な事項を定める。 
 

１　業務委託名及び実施場所 

（１）名 称 　吉野川市子育て支援センター「ちびっこプラザ」 

運営業務委託 

（２）実施場所及び実施事業 

 

２　施設の概要 

 

 

 実施場所 実施事業

 
吉野川市鴨島町鴨島２５２番地１ 

日本フネン市民プラザ　４階 

地域子育て支援拠点事業（一般型） 

託児事業 

子育て援助活動支援事業

 場　所 面　積

  遊戯室 ４３５．９８㎡

  体育室 １７４．２１㎡

  休憩室 ６８．７９㎡

  一時預かり室 ６１．１１㎡

  相談室 ３４．９１㎡

  多目的室 ３４．３３㎡

  読み聞かせルーム ２５．１３㎡

  職員室 ６１．３８㎡

  その他 ３２９．１０６㎡

 合　計 １，２２４．８５６㎡
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３　業務の内容 

（１）地域子育て支援拠点事業 （「児童福祉法 （昭和２２年法律第１６４

号）第６条の３第６項」に規定する事業） 

子育て支援拠点施設が地域の子育て支援の拠点として機能するよう地域の　

子育てに係る情報収集・提供に努め、子育て全般に関する専門的な相談・支

援、子育てサークル等の育成・支援を行うとともに、既存のネットワーク及

び子育て支援活動を行う団体等と連携しながら、次に掲げる業務を行うもの

とする。 

なお、本事業の利用料は無料とし、教材等に係る実費相当額については、

保護者から徴収することができる。 

　　① 子育て親子の交流の場の提供と交流の促進に関すること。 

子育て親子が気軽にかつ自由に利用できる交流の場の提供及び子育て親

子間の交流を深める取り組み等の地域支援活動を実施する。 

  　② 子育て等に関する相談及び援助の実施に関すること。 

子育てに不安及び悩み等を持っている子育て親子に対する相談及び援助

活動を実施する。 

  　③ 地域の子育て関連情報の提供に関すること。 

子育て親子が必要とする身近な地域の様々な育児及び子育てに関する情

報を提供する。 

  　④ 子育て及び子育て支援に関する講習等の実施に関すること。 

子育て親子及び将来子育て支援に関わるスタッフとして活動することを

希望する者等を対象として、月１回以上、子育て及び子育て支援に関する

講習等を実施する。 

（２）託児事業（「児童福祉法第６条の３第７項」に規定する事業又はこれ

に準じた事業） 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、

一時的に預かり、必要な保護を行う一時預かり事業を拠点施設で実施するも

のとする。 

利用料は、児童一人１回あたり５００円を徴収するものとし、市の歳入と

する。 

（３）子育て援助活動支援事業（「児童福祉法第６条の３第１４項」に規定

する事業） 

児童の預かりの援助を受けたい者と当該援助を行いたい者との相互援助活

動に関する連絡、調整等を行うことにより、地域における育児の相互援助活

動を推進する。 
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４　利用対象者等 

（１）地域子育て支援拠点事業 

対象者：吉野川市に住所を有する就学前の乳幼児及びその保護者等 

（市外に住所を有する就学前の乳幼児は、指定した曜日のみ利用可） 

（２）託児事業 

対象者：吉野川市に住所を有する生後６ヶ月から３歳未満の乳幼児 

利用定員：３名 

利用時間：１週間につき１回、２時間まで 

（３）子育て援助活動支援事業 

依頼会員：吉野川市に住所を有し又は勤務している、0 歳から小学 6 

年生までの子どもを現に養育している保護者 

提供会員：吉野川市に住所を有し又は勤務している、積極的に援助活 

動を行うことができる者 
 

５　開所日及び開所時間 

　※市長が必要と認めるときは、変更することができるものとする 

 

６　休業日 

　次に掲げる日を休業日とする。 

　（１）火曜日（ただし、子育て援助活動支援事業を除く） 

　（２）国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する 

　　　休日（ただし、地域子育て支援拠点事業（一般型）及び託児事業を除く） 

　（３）１２月２９日から翌年の１月３日までの日 

　　※市長が必要と認めるときは、変更することができるものとする 

 

７　委託期間 

　令和７年４月１日から令和１０年３月３１日まで（3 年間） 
 

 
事業名 開所日 開所時間

 
地域子育て支援拠点事業（一般型） 週６日（水曜日～月曜日） 午前９時～午後５時

 
託児事業 週６日（水曜日～月曜日） 午前９時～午後５時

 
子育て援助活動支援事業 週５日（月曜日～金曜日）  午前９時～午後５時
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８　運営経費等の内訳 

　運営経費等の主なものについては、次に掲げる費用等とする。 

　なお、光熱水費、修繕費、通信運搬費（固定電話及びインターネット回線使

用料）、使用料及び賃借料（機器借上料）、備品購入費については市が予算計

上し負担するため、運営経費等には含めないものとするが、総じて適切な使用

に努めること。 

（１）人件費 

　　　職員に係る給与、手当、社会保険料、雇用保険料等 

（２）事務費 

　　　旅費、消耗品費、保険料（損害保険等）、研修費等 

（３）事業費 

　　　報償費（講師謝礼等）、消耗品費、通信運搬費（郵便代等）、その他事　

　　　業実施に係る経費等 
 

９　委託料の支払 

　委託料は、各年度の上半期及び下半期の２回に分割して支払うものとし、そ

の支払い方法は別途協議するものとする。 

　ただし、業務内容の変更等により運営経費等が減額となった場合については、

委託料を減額することができる。 

 

１０　職員配置 

（１）地域子育て支援拠点事業（一般型） 

　　　子育て親子の支援に関し意欲のある者であって、児童の育児、保育に関

する相談、指導等について相当の知識及び経験を有する専任の者を２人以

上配置すること。 

　　　なお、開所中は利用者に注意が行き届くよう、また、事務に支障が生じ

ないような配置に努めること。 

（２）託児事業 

　　　① 児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第３６条の　　

　　　 ３５第１項第１号の規定に基づき、乳幼児の年齢及び人数に応じて当該　

　　　 乳幼児の処遇を行う者（以下「保育従事者」という）を配置すること。 

　　　② 保育従事者を２人以上配置すること。そのうち保育士を半数以上配　

　　　 置すること。 
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（３）子育て援助活動支援事業 

本事業を実施するため、会員の募集・登録、相互援助活動の調整・把握、

事業に関する講習会・交流会の開催や子育て支援関連施設・事業等との連

絡調整などを行うアドバイザーを配置すること。 

（４）その他 

（１）から（３）のほか、事業を実施する上で必要な場合は適宜配置す

ること。 

 

１１　利用者の安全確保 

　利用者の安全確保について、次に掲げる事項を遵守すること。 

（１）利用者に事故があった場合には、医療機関への搬送、市への連絡等に

ついて、速やかに、かつ、誠意を持って対応すること。 

（２）定期的な施設の安全確認を行い、利用者に事故がないような環境を整

備すること。 

（３）不審者及び不審物等を発見した場合は、速やかに警察へ通報する等適

切な処置を行うこと。 

（４）災害及び不審者等を想定した訓練を定期的に行うこと。 

（５）その他利用者の安全に必要とされる事項は、必要に応じて適切に対応　

　　　すること。 
 

１２ 施設の維持管理 

　施設の維持管理について、次に掲げる事項を実施すること。 

（１）施設の防火・防犯を含む施設の維持・利用に関わる一般的な管理業務 

（２）その他、事業運営に当たって必要な管理業務 

 
１３ 災害発生時の対応について 

　災害発生時には、本仕様書「３　業務の内容」の全部又は一部を休止し、指

定緊急避難所の開設、指定避難所の開設・運営等について、各種施設・設備を

優先して提供し、避難所運営等の協力を行うこと。 
 

１４ 備品の管理業務 

（１）市は、別紙に定める備品等を無償で受託者に貸与するものとする。 

（２）市から貸与された備品については、適切に管理するものとする。 
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１５ 事業実施計画 

　受託者は、事業開始前までに事業実施に必要な運営方針、実施計画を定め、

市に提出すること。 

 

１６ 事業報告等 

（１）受託者は、毎月の利用状況について、翌月１０日までに利用月報を作

成し、市に報告にすること。 

（２）受託者は、年度終了後速やかに事業実績報告書を作成し、市に報告す

ること。 

（３）市は、必要に応じて、施設、物品及び各種帳簿等の実地調査を行うこ

とができる。 
 

１７ 文書の管理及び保存 

　業務において作成及び取得した文書は、適正に管理し保存するものとする。 

　なお、契約終了時には市の指示に従い、その文書並びに業務について円滑に

引継ぎを行うこととする。 

 

１８ 守秘義務 

　業務上知り得た情報については、第三者に漏えいしてはならず、他の目的に

使用することも禁止する。契約終了後等、その職務を退いた後も同様とする。 

 

１９ 個人情報の取扱い 

　業務における個人情報の取扱いについては、個人情報の保護に関する法律（平

成１５年法律第 57 号）等に基づき適切に管理し、その保護について必要な措

置を講じなければならない。 
 

２０ 保険の付保 

　受託者は、利用者の傷害等に、また、施設管理上の瑕疵による事故等にそれ

ぞれ備えるための保険に加入すること。 
 

２１ 協議 

受託者は、本仕様書に規定するもののほか、業務の内容及び処理等について

疑義が生じた場合は、市と協議し、決定するものとする。 
 


